
  

宮城県担い手育成・確保等対策事業費補助金交付要綱 

 

 （趣旨） 

第１ 県は、地域の農業者等の話合いに基づき、農地の集約化に重点を置いた地域が

目指すべき将来の具体的な農地利用の姿等を明確化した計画の作成に向けた取組

と集落営農組織が様々な課題を乗り越え、将来にわたって持続的に発展することが

出来るよう集落営農の活性化に向けたビジョンづくりや若者等の雇用等、地域の状

況に応じた取組を総合的に支援するため、地域計画策定推進緊急対策事業実施要綱

（令和５年４月１日付け４経営第３１０５号農林水産事務次官依命通知。以下「地

域計画策定実施要綱」という。）、集落営農活性化プロジェクト促進事業実施要綱

（令和５年４月１日付け４経営第２９９９号農林水産事務次官依命通知。以下「集

落営農活性化実施要綱」という。）及び担い手育成・確保等対策事業費補助金等交

付要綱（平成１２年４月１日付け１２構改Ｂ第３５０号農林水産事務次官依命通

知。以下「交付要綱」という。）に基づき、予算の範囲内において地域計画推進事

業補助金及び集落営農活性化プロジェクト促進事業補助金を交付するものとし、そ

の交付等に関しては、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和３０

年法律第１７９号。以下「適正化法」という。）、補助金等に係る予算の執行の適

正化に関する法律施行令（昭和３０年政令第２５５号。以下「適正化法施行令」と

いう。）、農林畜水産業関係補助金等交付規則（昭和３１年農林省令第１８号。以

下「農林省令」という。）、予算科目に係る補助金等の交付に関する事務について

平成１２年度予算に係る補助金等の交付に関するものから地方農政局長に委任し

た件（平成１２年６月２３日農林水産省告示第８９９号。以下「農水告示」という。）

及び補助金等交付規則（昭和５１年宮城県規則第３６号。以下「規則」という。）

に定めるもののほか、この要綱の定めるところによる。 

 

 （交付対象等） 

第２ 第１に規定する経費及びこれに対する補助率は別表１のとおりとする。 

 

 （交付の申請） 

第３ 規則第３条第１項の規定による補助金交付申請書は、別記様式第１号によるも

のとし、その提出期限は、知事が別に定める日とする。 

２ 前項の補助金交付申請書を提出しようとする者は、当該補助金に係る消費税額及

び地方消費税仕入控除税額（交付対象経費に含まれる消費税及び地方消費税に相当

する額のうち、消費税法（昭和６３年法律第１０８号）に規定する仕入れに係る消

費税額として控除できる部分の金額と地方税法（昭和２５年法律第２２６号）に規

定する地方消費税額との合計額に充当率を乗じて得た金額をいう。以下同じ。）が

あり、かつ、その金額が明らかな場合には、これを減額して申請しなければならな

い。ただし、申請時において当該消費税及び地方消費税仕入控除税額が明らかでな

い場合にあっては、この限りでない。 



 

 （交付決定の通知） 

第４ 知事は、第３の第１項の規定による交付申請書の提出があったときは、当該申

請書の内容が当該事業の目的及び内容に照らし合わせて適正であるか等について

審査の上、適正であると認めたときは、交付要綱第４の規定により、東北農政局長

への申請手続を行うものとする。 

２ 知事は、交付要綱第６の規定により東北農政局長から補助金交付決定の通知を受

けたときは、速やかに補助金の交付決定を行い、補助事業者に補助金交付決定の通

知を行うものとする。 

 

 （交付の条件） 

第５ 規則第５条の規定により付する条件は、次のとおりとする。 

（１）補助事業の内容の変更又は補助事業に要する経費の配分の変更（交付要綱第

１１に定める軽徴な変更を除く。）をする場合においては、別記様式第２号に

より知事の承認を受けること。 

また、補助金額の減額を伴う変更をしようとするときは、前段に準じて知事

の承認を受けることができる。 

（２）補助事業を中止し、又は廃止する場合においては、別記様式第３号により知

事の承認を受けること。 

（３）その他必要な事項 

 

 （事業遅延の届出） 

第６ 補助事業者は、補助事業が予定の期間内に完了することができないと見込まれ

る場合、又は補助事業の遂行が困難となった場合においては、速やかに別記様式第

４号による遅延届出書を知事に提出し、その指示を受けなければならない。 

 

 （事業遂行状況報告） 

第７ 規則第１０条の規定による報告は、補助金の交付決定のあった年度の各四半期

（第４・四半期を除く。）の末日現在において別記様式第５号により作成し、当該

四半期の最終月の翌月１５日までに知事に提出しなければならない。ただし、別記

様式第９号（概算払請求）をもってこれに代えることができる。 

２ 前項による報告のほか、知事は、事業の円滑な執行を図るため必要があると認め

るときは、補助事業者に対して当該補助事業の遂行状況について報告を求めること

ができる。 

 

 （実績報告） 

第８ 規則第１２条第１項の規定による補助事業実績報告書の様式は、別記様式第６

号によるものとし、提出は、補助事業完了の日から、１か月経過した日又は翌年度

の４月１日のいずれか早い日（補助事業者に対し補助金の全額が前金払又は概算払



で交付された場合は翌年度の４月１５日）までとする。ただし、特に必要があると

きは、提出期限を繰り上げるものとする。 

２ 規則第１２条第１項の規定により補助金事業実績報告書に添付しなければならな

い書類は、次のとおりとする。 

（１）事業費の根拠となる支払経費ごとの内訳を記載した資料又は帳簿の写し 

（２）その他知事が必要と認める書類 

３ 補助事業者は、補助事業の実施期間内において、国の会計年度が終了したときは、

翌年度の４月１５日までに別記様式第７号により作成した年度終了の実績報告書

を知事に提出しなければならない。 

４ 第３の第２項ただし書の規定により補助金の交付申請をした者は、前項の補助事

業実績報告書を提出するに当たり、当該補助金に係る消費税及び地方消費税仕入控

除税額が明らかになった場合は、これを当該補助金から減額して報告しなければな

らない。 

５ 第３の第２項のただし書の規定により、交付の申請をした補助事業者は、第１項

の実績報告書を提出した後において、消費税及び地方消費税の申告により当該補助

金に係る消費税仕入控除税額が確定した場合には、その金額（前項の規定により減

額した場合にあっては、その金額が減じた額を上回る部分の金額）を別記様式第８

号の消費税仕入控除税額報告書により速やかに知事に報告するとともに、知事によ

る返還命令を受けてこれを返還しなければならない。 

また、当該補助金に係る消費税仕入控除税額が明らかにならない場合又はない場

合であっても、その状況等について、補助金の額の確定（適正化法第１５条の規定

による確定をいう。）のあった日の翌年６月１５日までに、同様式により知事に報

告しなければならない。 

 

（補助金の額の確定等） 

第９ 知事は、第８の第１項の規定による報告を受けた場合には、実績報告書等の書

類の審査及び必要に応じて行う現地調査等により、その報告に係る補助事業の成果

が交付決定の内容及びこれに付した条件に適合すると認めたときは、交付すべき補

助金の額を確定し、補助事業者に通知するものとする。 

２ 知事は、補助事業者に交付すべき補助金の額を確定した場合において、既にその

額を超える補助金が交付されているときは、その超える部分の補助金の返還を命ず

るものとする。 

 

 （補助金の交付方法） 

第１０ 補助金の交付は、第９の第１項の規定による補助金の額の確定後に交付する

ものとする。ただし、知事は、事業の遂行上必要と認めるときには、規則第１５条

ただし書の規定により概算払又は前金払により交付することができるものとし、そ

の請求は、別記様式第９号によるものとする。 

 



 （補助金の交付） 

第１１ 補助金の交付を受けた市町村長は、交付申請を行った補助事業対象者に対し

て、この要綱の各規定に準じて補助金を交付するものとする。 

 

（交付決定の取消等） 

第１２ 知事は、第５の規定による補助事業の中止又は廃止の申請があった場合及び

次に掲げる場合には、第４の規定による交付の決定の全部若しくは一部を取り消

し又は変更することができる。 

（１）補助事業者が、法令、本要綱又は法令若しくは本要綱に基づく知事の処分若

しくは指示に違反した場合 

（２）補助事業者が、補助金を本事業以外の用途に使用した場合 

（３）補助事業者が、補助事業に関して、不正、事務手続の遅延、その他不適当な

行為をした場合 

（４）交付の決定後生じた事情の変更等により、補助事業の全部又は一部を継続す

る必要がなくなった場合 

２ 知事は、前項の規定による取消しをした場合において、既に当該取消しに係る部

分に対する補助金が交付されているときは、期限を付して当該補助金の全部又は一

部の返還を命ずるものとする。 

 

 （財産の管理等） 

第１３ 補助事業者は、交付対象経費（交付事業を他の団体に実施させた場合におけ

る対応経費を含む。）により取得し、又は効用の増加した財産（以下「取得財産等」

という。）については、交付事業の完了後においても、善良な管理者の注意をもっ

て管理し、交付金の交付の目的に従って、その効率的運用を図らなければならない。 

２ 取得財産等を処分することにより、収入があり、又はあると見込まれるときは、

その収入の全部又は一部を県に納付させることがある。 

 

 （財産の処分の制限） 

第１４ 適正化法施行令第１３条第４号の規定による農林水産大臣の定める機械及び

重要な器具は、１件当たりの取得価格又は効用の増加価格が５０万円以上の機械及

び器具とする。 

２ 適正化法第２２条に定める財産の処分を制限する期間は、農林省令第５条に規定

する処分制限期間（以下「処分制限期間」という。）とする。 

３ 補助事業者は、処分制限期間中において、処分を制限された取得財産等を処分し

ようとするときは、あらかじめ知事の承認を受けなければならない。 

 

（残存物件の処理） 

第１５ 補助事業者は、補助事業等を完了し、中止し、又は廃止した場合において、

当該事業の実施のために取得した機械器具、仮設物、材料等の物件が残存するとき



は、その品目、数量及び取得価格を知事に報告しその指示を受けなければならない。 

 

（補助金の経理） 

第１６ 補助事業者は、補助事業についての帳簿を備え、他の経理と区別して補助事

業の収入及び支出を記載し、補助金の使途を明らかにしておかなければならない。 

２ 補助事業者は、前項の収入及び支出について、規則第２０条に基づき、その支出

内容の証拠書類又は証拠物を整備して前項の帳簿とともに補助事業の完了する日

の属する年度の翌年度から起算して５年間保存しておかなければならない。 

３ 補助事業者は、取得財産等について当該取得財産等の処分制限期間中、前２項に

規定する帳簿等に加え別記様式第１０号の財産管理台帳その他関係書類を整備保

管しなければならない。 

４ 前３項に基づき作成、整備及び保管すべき帳簿、証拠書類、証拠物、台帳及び調

書のうち、電磁的記録により作成、整備及び保管が可能なものは、電磁的記録に

よることができる。 

 

 （書類の提出及び経由） 

第１７ この要綱により知事に提出する書類は、事業を所轄する地方振興事務所長又

は地域事務所長を経由し、地方振興事務所長又は地域事務所長はその写しを保管す

るものとする。 

 

 （その他） 

第１８ この要綱に定めるもののほか、補助金の交付等に関し必要な事項は、別に定

める。 

 

   附 則 

１ この要綱は、令和５年５月９日から施行し、令和５年度予算に係る補助金に適用

する。 

２ この要綱は、次年度以降の各年度において、当該補助金に係る予算が成立した場

合に、当該補助金にも適用するものとする。 



（別表１） 

 

区  分 

 

経  費 

 

補助率 

 

補助事業者 

 

Ⅰ 担い手育成・確保等
対策地方公共団体事業
費補助金 

 

 

 

 

 

 

 

１ 地域計画推進事業 
地域計画策定実施要綱第２に基

づいて市町村等が行う事業に要す
る経費 

  
 
２ 集落営農活性化プロジェクト促
進事業 
(１)助成事業費 

集落営農活性化実施要綱第３
の５の（２）のウの（イ）に基
づいて市町村が行う事業に要す
る経費 

 (２)サポート事業費 

集落営農活性化実施要綱第３

の５の（２）のウの（ア）に基

づいて市町村が行う事業に要す

る経費 

 

 

定額 

 

 

 
 
 

 

定額、 

１/２以内 
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農業委員
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市町村 

 

 

 

 


